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投資的経費

　人件費については、定年引き上げ、会計年度任用
職員への勤勉手当の支給等を見込み、244億5,700
万円(前年度比3.1％増)を計上しています。

　扶助費については、児童手当、障害児通所支援事
業費、民間認定こども園の運営費負担金、こども及
び妊産婦医療費助成の増などを見込み、277億
1,500万円(前年度比4.2％増)、公債費は116億
2,300万円(前年度比5.3％減)を計上しています。

 普通建設事業費の補助事業分は、学校施設長寿命
化改修事業、津駅周辺道路空間整備広域ネットワー

公債費、市債残高の状況…市債は、55億4,200万円(前年度比
26.4％増)を計上し、令和6年度末市債借入残高の見込みは875
億9,500万円(前年度比6.4％減)となりました。

ク構築事業、高茶屋地区における民間認定こども園
施設整備費補助事業で増となることなどにより、43
億7,900万円(前年度比23.4％増)を計上していま
す。単独事業分については、体育館アリーナ等空調
整備事業、地域防災情報通信システム(同報系)機能
強化事業などにより、65億1,500万円(前年度比
54.9％増)となり、普通建設事業費全体としては
108億9,400万円(前年度比40.4％増)を計上してい
ます。

都市計画税…道路や公園の整備などの都市計画事業や
土地区画整理事業の費用、これらの事業を行うため
に過去に発行した市債の償還金に使う目的税です。
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入湯税…環境衛生施設や鉱泉源の保護管理施設、消防
施設やその他の消防活動に必要な施設の整
備、観光施設の整備などを含めた観光の振
興に使う目的税です。

※都市計画税と入湯税は、充当対象となる事業費から、財源の使途が
特定に定められた歳入(特定財源)の額を除いた事業費(一般財源額)
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基金の状況…基金は、財源調整などで90億
4,800万円を取り崩し、令和６年度末残
高の見込みは78億5,200万円(前年度比
15.3％減)となりました。
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　個人・法人市民税は、東日本大震災復興基本法に
基づく臨時的措置の終了、定額減税の実施等による
減収、原材料費高騰による企業収益への影響などを
見込み、固定資産税・都市計画税については、３年
に一度の評価替えの影響や償却資産の新規設備投資
の回復を見込み、市税全体で406億8,100万円(前年
度比1.6％減)を計上しています。

　国県支出金は、児童手当負担金、学校教育施設整
備事業費補助金の増加などで、267億300万円(前
年度比7.1％増)を計上しています。

　普通交付税は200億円(前年度比11.1％増)、特別
交付税は10億円(前年度同額)を計上しています。地
方交付税全体で210億円(前年度比10.5％増)、実質
的な地方交付税である臨時財政対策債を含めた総額
で214億円(前年度比7.5％増)を計上しています。

地方交付税（普通交付税＋特別交付税）
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　市債は、55億4,200万円(前年度比26.4％増)を計
上しています。
　このうち、合併特例事業債を学校施設長寿命化改
修事業、津駅周辺道路空間整備広域ネットワーク構
築事業、高茶屋出張所移転改修事業などに活用する
ほか、緊急自然災害防止対策事業債を雨水対策のた
めの河川および排水路の改修や農業用ため池の洪水
調整池転用などに、緊急防災・減災事業債を体育館
アリーナ等空調整備事業、地域防災情報通信システ
ム(同報系)機能強化事業などに活用します。　

補助費等
5.6％

維持補修費
0.6％

物件費
15.0％

繰出金
15.0％

その他
0.6％

公債費(減税・減収・臨時財政対策債)
3.9％

公債費(減税・減収・臨時財政対策債除く)
5.9％

普通建設事業費(単独)
5.5％

普通建設事業費(補助)
3.7％

投資的経費
9.2％
投資的経費
9.2％ 扶助費

23.5％

その他の経費
36.8％
その他の経費
36.8％

義務的経費
54.7％
義務的経費
54.0％

人件費
20.7％

歳出
1,180億8,200万円

406 8,100

150 2,400

26

22 2,100

17 4,700

市税の内訳


